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第４期経営改革実施計画書

団体名 計画期間 令和６年度　～　令和１０年度

設立年月日

平成8年8月19日

基本財産

10,000

100

10,000 千円

市出資額

［新公益法人への移行］
平成24年4月1日

市出資割合

公益社団法人金沢職人大学校

設立主体 金沢市 設立根拠
公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律に
基づく公益社団法人

　木造建築の伝統技法や歴史的建造物の修復技術及び知識は、近年の生活様式の変化や機械化、合理
化の流れの中で失われつつある歴史的建造物当、都市景観の保全・活用に極めて重要であり、この分
野の人材の育成を目的に設立された。

設立目的
　金沢に残る伝統的で高度な職人の技の伝承及び保存並びに人材の育成を行うとともに、資料の収
集、調査及び公開を図ることにより、歴史的建造物の修復・復元を通じ、匠の技への高い社会的評
価と職人の地位向上、さらには伝統文化に対する一般の理解と関心を深めることを目的とする。

定款で定める
公益目的事業

等

（１）伝統的で高度な職人の技の伝承及び保存のための講座を開設すること。
（２）伝統的で高度な職人の技に関する資料の収集、調査、研究及び展示公開すること。
（３）広く伝統的で高度な職人の技を集結し、文化財等の修復に寄与すること。
（４）伝統的で高度な職人の技に関する市民講座の開設等、市民の伝統的な職人文化への理解と
　　　関心を深めること。
（５）金沢職人大学校の施設の管理に関すること。

設立意義・
経緯

所在地 金沢市大和町1番1号 所管課 文化スポーツ局歴史都市推進課

代表者職氏名 理事長　坂本　英之

これまでの
改革の成果

・人材育成のための講座開設事業に関し、金沢市及び関係組合との連携により、研修生の確保と講座
の質が保持されている。

・市民公開講座等の各種事業の開催、市広報及び大学校ホームぺージ、会報誌、広報マンガの制作等
による情報発信により、当法人の事業に関する市民の理解と関心を深めるための啓発事業を推進して
きた。

・金沢職人大学校が抱える課題について、金沢職人大学校運営委員会で検討を行い、課題解決に向け
た「金沢職人大学校活性化プラン」を策定した。

直面する課題

　近年、各業界において後継人材不足が生じており、その中で近年定員割れしている研修生の確保と
講座の質を保持していくとともに、当校を修了した研修生の仕事の受注機会の創出と活躍のPRにより
入学希望者の増加に繋げることに努める。
　また、市民を対象とした各種講座においては、募集定員を下回っている講座もあり、内容を再検討
するとともに、広報活動を強化していく必要がある。
　さらに、金沢職人大学校の機能強化に向けた検討を行う。
　

改革の基本的
方向性

　当法人の設立目的である、伝統的で高度な職人の技の保存、伝承並びに人材の育成事業を継続して
行うため、研修生の確保と講座の質を保持しつつ、修了生の仕事の受注機会の創出、活躍のPRを通じ
た入学希望者の増加を目指すとともに、市民対象の各種講座にも重点を置き、参加者の増加のための
情報発信の充実・拡充化により、参加者の増加に繋げ、当校の実施する事業の公益性の対外的認知度
及び事業に対する理解と関心をより深めてもらう。

ホームページアドレス http://www.k-syokudai.jp/



12回以上/年

経営目標

10回/年専門性向上のための研修等の増

計画策定時数値
（令和５年度末）

１．職員の専門性の向上
　社団法人の職務能力向上のため、社会保険及び税務に関する研修会、相談会、建築関係の学会に
参加するなど、角担当分野における業務能力、専門性を高め、安定した運営、サービスの向上に繋
げる。

２.自主事業及び特別事業の充実
　本科及び修復専攻科については、研修生の確保、講座の質の保持する。
　また、市民公開講座をはじめ、市民が参加する各種事業を実施することで事業の公益性や事業に
対する理解と関心を深めてもらうための情報発信についても推進する。

計画目標値
（令和１０年度末）

総数450名

改革に向けた
取組

(令和6年度～
令和10年度)

成果指標
（実施計画の
達成度を測る
ための指標）
及び目標値等

１．職員の専門性の向上
　社団法人の職務能力向上のため、社会保険及び税務に関する研修会、相談会、建築関係の学会に
参加するなど、各担当分野における実務能力、専門性を高め、安定した運営、サービスの向上に繋
げる。

２.自主事業及び特別事業の充実
　金沢市及び関係組合と連携をとり、研修生及び講座の質の確保に努める。
　また、市民との関係性においては、従来の市民公開講座、子どもマイスタースクールに加え、授
業参観日及び作品展示バザー、町家庭園探訪、ワークショップを開催するなど、市民の受益機会、
当施設の利用・来訪機会を創出することで、当法人の公益性を広くアピールすると同時に、事業に
対する一般の理解と関心をより深めてもらう。
　さらに、各種講座参加者を増加させるため、応募方法のオンライン化、内容の再検討や、市広報・
大学校ホームページ・広報マンガを活用した情報発信の強化に取り組む。

３.金沢職人大学校機能強化策定案の検討
　職人や研修生の減少、定員割れ、職人大学校のPR、修了生の仕事の受注機会の創出等、金沢職人
大学校が抱える課題について検討を行い策定した「金沢職人大学校活性化プラン」に基づき、これ
をさらに推進・発展させた機能強化策定案を検討していく。

広報活動回数の増

市民公開講座等参加者数の増 総数450名

12回以上/年

成果指標

10回/年


